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●1985年以降過去最大！ 
 財務省の「2024年度国際収支統計」では海
外とのモノ･サービスの取引や投資収益の状況
を示す「経常収支」は30兆3,771億円の黒字
で、黒 字 幅 は 前 年 度 比 で 16.1％ 増 加 し、
1985年以降で過去最大に。 

経常黒字が過去最大 

2024年国際収支で見えてくる日本の現状と課題 

経常黒字過去最大の30.3兆円 

デジタル赤字6兆円を突破！ 

成熟した債権国､今後の行方は？ 
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●貿易収支、4年連続の赤字！ 

＜経常黒字、過去最大を更新＞ 

  財務省がこのほど発表した国際収支統計によ

ると、昨年の経常黒字は過去最大の30兆円超

に。一方、貿易収支は赤字幅が拡大してお

り、デジタル赤字も気になるところです。 

 海外との取引状況をまとめ
た統計で、財務省･日銀が毎月公表する、いわば
「日本の損益計算書」で、経済構造の変化を映
し出す。ＩＭＦ（国際通貨基金）は加盟国に国
際収支に関する情報提供を義務付けている。 

国際収支統計とは  

＜2024年国際収支の経常収支（速報）＞ 

 経常収支  30兆3,771億円 ＋4兆2,107億円
黒字幅拡大 

 

 貿易収支  ▲4兆 480億円 ▲3,614億円 
赤字幅拡大 

 輸 出 106兆2,390億円 ＋4兆1,697億円 
（＋4.1％増） 

 輸 入 110兆2,870億円 ＋4兆5,311億円 
（＋4.3％増） 

サービス収支 
(旅行･ITｻｰﾋﾞｽ) 

▲2兆5,767億円 ＋6,540億円 
赤字幅縮小 

第1次所得収支 
(海外利子配当) 

41兆7,114億円 ＋4兆3,726億円 
黒字幅拡大 

第2次所得収支 
(ODAなど) ▲4兆7,095億円 ▲4,545億円 

赤字幅拡大 

 

●｢国際収支｣は国の損益計算書？ 

国

際

収

支 

経 常 収 支 

資本移転等収支 

金 融 収 支 

サービス収支 

貿  易  収  支 

第1次所得収支 

第2次所得収支 

資料： 
読売新聞 

 ｢経常収支｣は輸出から輸入を差し引いた｢貿
易収支｣や、外国との投資のやり取りを示す
｢第1次所得収支｣、旅行やＩＴなどの「サービ
ス収支」などで構成されています。 

 24年度の貿易収支は4兆480億円の赤字
で、この額は前年から9.8％拡大しています。
う ち、輸 出 が 106 兆 2,390 億 円 で、4.1％
増。他方、輸入もパソコンやスマホなどが押
し上げて、110兆2,870億円と4.3％増に。 

＜輸出2割が米国向け、1/3が自動車関連＞   

 24年度貿易統計によると、輸出額は2年連続で
100兆円超えで、過去最高を更新。米国向けは
21兆2,947億円で全体の19.9％。中国向けが
18兆8,624億円で17.6％。近年は日本の輸出の
4割弱が米国と中国向けに。米国向けのうち自動
車と自動車部品で7.2兆円と全体の1/3を占める｡ 
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●デジタル赤字、10年で3倍に！ 

 サービス収支に注目 

●米国の巨大ＩＴが高いシェア 

●生成ＡＩ活用で今後も拡大！ 

＜サービス収支とは＞           
無形財であるサービスを対象とした収支。 

●輸送●旅行●金融●知的財産使用料●通信･コ
ンピュータ･情報サービス●文化･娯楽サービス 

 財務省は、トランプ米大統領の高関税政策の
影響は統計公表時点で読み取れないとしてお
り、今後の輸出入の動向を注視する姿勢です。 

＜トランプ関税恐るべし＞ 同統計によると、

対米貿易収支は9兆53億円の黒字で、輸出額は過
去最高の21兆6,482億円の3.8％増。主力の自動
車が1.6％増で、台数は減少したがハイブリット
車（HV）を中心に好調だった。3月に25％の追
加関税が発動された鉄鋼は▲0.9％に。 

＜デジタル関連収支の項目＞ 

 サービス収支全体の赤字幅は減少していま
すが、デジタル関連収支は6兆6,506億円の
赤字で過去最大を更新。比較可能な14年から
の10年で3倍に。企業や個人がクラウドや
ネット広告などのサービスを海外のＩT大手に
依存する構図が続いています。 

項 目 内 容 

著作権等 
使用料 

OSやアプリケーションのライセ
ンス料、放映権料など 

通信･ 
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀ･ 
情報ｻｰﾋﾞｽ 

クラウド 
ソフトウェアの委託開発 
ゲーム等のサブスクリプション  
契約など 

専門･経営 
ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ 

ｻｰﾋﾞｽ 

ウェブサイトの広告スペースの 
取引 
コンサルティングサービス 

 特に、クラウド等の使用料を含む｢通信･コ
ンピュータ･情報サービス｣の赤字は昨年の▲
1.6兆円から▲2.5兆円に大きく拡大。デジタ
ル関連分野はGAFAMを代表とする米国の大
手ＩＴが高シェアを誇り、遅れを取っている
日本企業はこれらサービスに依存することに
なり、デジタル赤字が拡が膨らみます。 

＜デジタル関連収支(赤字額)の推移＞ 

資料：時事通信社 

24年 
▲2.5兆円 

23年 
▲1.6兆円 

＜世界のデジタル関連収支（22年）＞ 
順位 国名 黒字額 

1 ｱｲﾙﾗﾝﾄﾞ $1,726億 

2 インド $1,648億 

3 米 国 $ 893億 

 日本企業は成長力を高めるため、デジタル
関連の投資に力を入れています。生成ＡＩへ
の投資も活発になっていますが、デジタル化
を進めれば進めるほど、日本のデジタル赤字
は拡大するとみられ、日本はデジタル技術を
活用し他の分野で稼ぐことが求められます。 

順位 国名 赤字額 

142 スイス ▲$128億 

143 ドイツ ▲$198億 

144 日 本 ▲$245億 

第1次所得収支 

41兆7,114億円 

経 常 収 支 

30兆3,771億円 

貿 易 収 支 

▲4兆780億円 

＜  国  際  収  支  の  推  移  ＞ 
海外からの 

利子･配当など 

サービス収支 

▲2兆5,767億円 
  昔は貿易、 
今は投資で稼ぐ国 
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●海外から巨額な配当･利子 

国際収支発展段階説

 経常収支の項目では、｢第1次所得収支｣が
41兆7,114億円(前年比11.7％増)と巨額であ
ることが分かります。24年の日本は「貿易と
サービス収支が赤字ながら、第1次所得の黒字
で経常黒字が過去最大を更新」と言えます。 

●「旅行収支」で取り戻す！ 

 トランプ米政権の関税措置をめぐる日米交
渉で、日本側が巨大ＩＴ企業への支払い増加
による米国の「デジタル黒字」問題を提起し
ているもようです。米国は、日本の巨額の対
米貿易黒字を問題視していますが、日本への
デジタル黒字を差し引けば影響は小さいと、
米国をけん制したいところです。 

 一方でインバウンド(訪日客)の増加で「旅行
収支」の黒字が拡大し、デジタル赤字を埋め
る規模まで膨らんできました。旅行収支の黒
字は前年比58％を超え、特許使用料の収支の
黒字を上回りました。旅行収支は6兆6,684
億円の黒字で、2年連続で過去最大に。 

でドル建てで目減りしても経常黒字は世界9
位、23年は約1,450億ドル増で3位に。しか
し、黒字の実態は海外への投資収益等であり、
外貨のまま再投資されています。これが経常黒
字の日本で円安が続く原因の一つとか。 

●日本は今「成熟した債権国」？ 

＜訪日観光、経常黒字の柱に＞  円安を追
い風に訪日客の消費額は43％増加した。一方、
日本人の海外消費は10％増にとどまる。デジタ
ル赤字膨張の中、サービス収支全体の赤字幅縮小
は旅行収支が大きく貢献したもの。デジタル赤字
を打ち消す規模まで拡大し、経常黒字の柱に。 

●関税交渉に米国のデジタル黒字 

●対外純資産、世界首位陥落！ 

●昔は貿易、今は投資で稼ぐ国！ 

 ＜ 国際収支発展段階説＞ 

●国にも一生がある？ 

 なかでも、直接投資収益が25兆9,003億円
と14.7％も増加。円安などで海外子会社から
の配当金が増えています。証券投資収益も
14.9％増の14兆7,233億円でした。 

＜第1次所得収支とは＞  給料や投資など 
●直接投資：親会社と子会社間の配当金･利子 
●証券投資：子会社以外からの配当金、債券利子 
●その他：貸付金･借入金･預金などの利子･利息 

（1）未成熟な債務国 （海外資金を借り入れ） 
●キャリアなく所得も少ない若者で、低開発国 
経済発展初期のため国内貯蓄が不十分。投資の
限界率は高く、海外から資金が流入。 
▲貿易･サービス赤字・▲第1次所得赤字⇒▲経
常赤字・金融黒字（海外から資金調達あり） 

（2）成熟した債務国（赤字を海外資金で） 
●まだ所得は少ないが、スキルを持ってる青年 
工業生産力が徐々に発達し、輸出産業が成長。 
貿易･サービス黒字・▲第1次所得赤字（過去の
債務返済）⇒▲経常赤字・金融黒字（経常赤字
を海外からの資金流入でファイナンス） 

（3）債務返済国（工業生産力､経済発展進行）
●所得が増え、ローン返済進行、完済の壮年期 
経済発展し、工業生産力がピーク。 
貿易･サービス黒字 ・第1次所得黒字⇒経常黒字 
▲金融（資本）赤字 

（4）未成熟な債権国（先進国の仲間入り） 
●蓄えができるようになった中年期 
工業生産力がピーク過ぎ、若干衰えが見える。 
貿易･サービス黒字・第1次所得黒字⇒経常大幅
黒字（債権国化へ）▲金融（資本）大幅赤字 

（5）成熟した債権国（工業生産力、低下） 
●豊かなスキルを有するが、所得はピークを過 
 ぎた中年後期  工業生産力はいっそう低下 
▲貿易･サービス赤字 ＜第1所得黒字⇒経常黒字 
▲金融（資本）大幅赤字 対外純資産増加 

（6）債権取り崩し国（経常収支が赤字化） 
●貯蓄を取り崩して生活している年金受給者 
工業生産力はいっそう低下。 
▲貿易･サービス赤字 ＞第1次所得黒字⇒▲経常
赤字 金融（資本）黒字 対外純資産減少へ 

 1950年代、経済学者 
クローサーが提唱 

 日本は80年代に巨額の経常黒字が続き、対
外債権が累積し、85年以降世界最大の債権大
国に。第1次所得の黒字が膨張し、｢モノの輸
出では稼げないが、過去にした投資の収益で
稼ぐ」という「成熟した債権国」の様相に。 

●経常黒字大国でも進む円安･･･ 

＜国際収支の推移をみると＞ 日本はもとも
と輸出主導で多額の貿易黒字を計上していた
が、現在は海外への投資で稼ぐ姿が鮮明に。
第1次所得の黒字が貿易赤字を大きく上回り、
経常収支の黒字を支える構図が続いている。 

 日本の経常収支は世界的にはどうでしょう？ 
22年分をドル換算して国際比較すると、円安

 財務省公表によると、日本の対外純資産の
順位がドイツに抜かれ、34年ぶりに2位に陥
落しました。世界最大の経常黒字国である中
国も日本を猛追しており、対外純資産の源泉
である経常黒字の構造を考えると、国内の経
済成長が見通せなければ、今後は「債権取り
崩し国」へ向かうというシナリオも。 



６月から“熱中症対策”が義務化、罰則規定も！ 
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 次のような暑い中での作業を命じる事業主は対策

を講じる義務が課され、怠れば6ヵ月以下の拘禁また

は50万円以下の罰金の対象になります｡ 

★暑さ指数（WBGT）28度以上又は気温31度以上で 

★継続して1時間以上または1日4時間を超えて実施  

 が見込まれる作業  

暑さ指数“WGBT”とは？  
 ①湿度、 ②日射・輻射(ふくしゃ)など周辺の熱環境、 
③気温などで暑熱環境による熱ストレスの評価を行う
指数のことで、暑さ指数28度は厳重警戒レベルで、外
出を避け、室内でも注意が必要な値です。 
 暑さ指数は、環境省の“熱中症予防情報サイト”上
で、地区ごと地点ごとに公表されています。 

●基本的な熱中症対策は全業種で有効 

 真夏に営業で外出する社員がいる、空調の効きに

くい倉庫がある、持病のある社員が在籍しているな

ど、業種業態に関係なく熱中症リスクは多くの会社

に潜んでいます。酷暑化がどんどん進む中、義務化の

対象でなくても可能な範囲での熱中症予防策は対応

しておきたいところです。 

 従業員の健康と安全を守るだけでなく、労働生産

性の維持向上や労災の回避、企業イメージの向上な

どの効果も期待できます。  

 高温環境下での作業に従事する労働者の安全と健康を守るため、6月1日より職場における熱中症対策が一

部法的に義務化されました。対策のポイントを考えてみましょう。 

●暑い中での作業時の対策を義務化 

 「発症に早く気づき、迅速で適切な対処をして

重症化を防止するため」で、次の３つが事業者に

義務付けられます。 

●義務化された熱中症対策の3つのポイント 

◆早期発見と報告体制の整備 

熱中症の自覚症状のある者や熱中症のおそれのあ
る者を見つけた者が、報告できる体制整備 

◆応急処置の手順作成 

作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送等の重篤
化の防止のための手順書作成や、緊急連絡網の整
備等。 

朝礼やミーティング、掲示板などを通じ、熱中症
対策を理解させ、周知徹底するなど。 

◆関係者への周知徹底 

●建設業と製造業で4割が発生 

 2024年の職場での熱中症による死傷者数は、

1,257人でした。熱中症は死亡に至る割合が他の災

害の5～6倍と高いのが特徴。初期症状での放置、対

応の遅れが死亡を招いているとされます。 

 過去5年間で死傷者数が多いのは建設業、製造業、

運送業の順で、建設業、製造業で全体の４割を占めて

います。 

基本的な熱中症予防のポイント 

職場環境の整備 

エアコンの温度管理、扇風機やサーキュレーター、 
遮熱カーテンの活用など 

従業員への情報提供と教育 

熱中症の症状や対処法の情報提供、朝礼や会議での注
意喚起など。 
厚生労働省HPの“動画で学ぶ熱中症予防”“今すぐ
使える熱中症ガイド”などの活用余地も。 

水分、塩分補給の促進 

ウォーターサーバー設置、塩飴の配布、水分補給時間の
ルール化など 

休憩や勤務体制の工夫 

クールビズ推進、外出時の直行直帰や時間調整、フレッ
クスタイム、テレワークなど猛暑日の通勤や外出を減
らす工夫など 

万が一の応急体制 

保冷剤、経口補水液等の常備、近所の医療機関リスト 
準備、救急車を呼ぶ判断基準のマニュアル化など 
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３
％
課
税

国
民
の
中
流
意
識
　
％
に

３
Ｋ
職
、

若
者
に
敬
遠
さ
れ
る

学
校
５
日
制
ス
タ
ー

ト

ロ
ッ

キ
ー

ド
事
件
発
覚

カ
ラ
オ
ケ
登
場
、

ブ
ー

ム
は
じ
ま
る

マ
イ
カ
ー

保
有
２
千
万
台
突
破

第
二
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
省
エ
ネ
時
代

食
管
法
改
正
、

米
穀
通
帳
廃
止

自
動
車
生
産
台
数
が
世
界
一
に

なべ底　
不　況

岩戸景気 いざなぎ景気
第１次　　
石油不況

札
幌
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

第
一
次
石
油
シ
ョ
ッ

ク
、

紙
不
足
に

消
費
者
物
価
急
騰
「

狂
乱
物
価
」

核
家
族
世
帯
が
 
％
に

沖
縄
返
還
の
調
印
式

大
都
市
住
宅
難
公
団
競
争
率
 
倍

日

本

社

会

経

済

年

表

Ｅ
Ｃ
（

ヨ
ー

ロ
ッ

パ
共
同
体
）

成
立

Ｇ
Ｎ
Ｐ
世
界
第
２
位
に
！

ア
ポ
ロ
 
号
月
面
着
陸
成
功

世
帯
平
均
貯
蓄
高
百
万
円
突
破

電
気
釜
、

洗
濯
機
等
家
庭
電
化
時
代

経
済
白
書
「

も
は
や
戦
後
で
は
な
い
」

な
べ
底
不
況
は
じ
ま
る

兼
業
農
家
４
割
超
「

３
ち
ゃ

ん
農
業
」

東
京
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

い
ざ
な
ぎ
景
気
は
じ
ま
る

一
万
円
札
発
行
､
大
卒
初
任
給
１
万
２
千
円

カ
ラ
ー

Ｔ
Ｖ
等
３
Ｃ
が
三
種
の
神
器

皇
太
子
結
婚
。

Ｔ
Ｖ
２
百
万
台
突
破

国
民
所
得
倍
増
計
画
が
決
定

サ
ラ
リ
ー

マ
ン
平
均
月
収
４
万
５
千
円

米
国
テ
ロ
、

日
本
初
狂
牛
病

携
帯
電
話
が
急
増

消
費
税
５
％
に

長
野
冬
季
オ
リ
ン
ピ
ッ

ク
開
催

日
本
初
脳
死
臓
器
移
植
を
実
施

そ
ご
う
・
生
保
４
社
経
営
破
綻

1209

民
主
党
へ
政
権
交
代

円高不況 バブル景気 平成不況

消
え
た
年
金
問
題
発
覚

米
国
発
、

世
界
金
融
危
機

バ
ブ
ル
崩
壊
に
経
済
揺
れ
る

北
朝
鮮
拉
致
被
害
者
帰
国

冬
ソ
ナ
韓
流
ブ
ー

ム
・
ア
テ
ネ
五
輪

郵
政
民
営
化
法
の
成
立

い
ざ
な
ぎ
超
え
、

M
&
A
急
増

東
日
本
大
震
災
・
福
島
原
発
事
故

阪
神
淡
路
大
震
災

戦後最長回復

新
型
肺
炎
S
A
R
S
流
行

大
学
生
の
就
職
内
定
率
過
去
最
低

マ
イ
ナ
ス
金
利
導
入
・
リ
オ
五
輪

消
費
税
8
％
、

青
色
L
E
D
ノ
ー

ベ
ル
賞

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
・
富
士
山
世
界
遺
産
登
録

東
京
ス
カ
イ
ツ
リ
ー

・
自
民
党
政
権
復
活

安
全
保
障
関
連
法
･
中
国
人
客
爆
買
い

38,915.87 

日経平均株価

7,863.29 

38,088.75 

3.5

9

基準割引率及び基準貸付利率

5.5

2.5

6

0.75

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.375

1.875

8.900 

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

1.250 

2.050 
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0

為替

52

11
40

64

69

90

基準貸付金利

短期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

変動長期

ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

長期ﾌﾟﾗｲﾑﾚｰﾄ

ﾌﾗｯﾄ35（住宅ﾛｰﾝ）

日経平均株価

為替(円／ﾄﾞﾙ)

0.75％

1.875％

2.175％

2.050％

1.890％

38,088円

144.12円

2.375％

３年内

３年超

２０２５年６月９日
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日経平均株価 金利・為替・株価推移表

金利

10

176.05 

277.40 

83.19 

円・ドル為替 144.12 

60
80
100
120
140
160
180
200
220
240
260
280
300
320


